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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、保育園における医療的ケア必要児の保育実態を明らかにすることで
ある。医療的ケア必要児の保育実態調査の結果、医療的ケア必要児の医療への依存度の高さや看護師の雇用形態
によって、看護師と保育士の保育における役割の割合に違いはあるが、どの保育園においても看護師と保育士が
連携しながら、医療的ケア必要児の保育を行っていることが分かった。保育園で医療的ケア必要児の保育を行う
には、保育園で働く保育士が安心して保育が行えるように、訪問看護の活用も取り入れた看護師確保方法を検討
し、保育士が医療的ケア研修を受けられるような保育現場の体制を整備する必要が示唆された。

研究成果の概要（英文）：In this study, I examined the status of childcare practice for children with
 special healthcare needs in Japanese daycare centers.The survey results revealed that while the 
division of childcare roles among nurses and nursery teachers differed depending on the degree of 
reliance of children with special healthcare needs on medical care, as well as on the conditions of 
the nurses’ employment, such children were cared for in all daycare centers using a collaborative 
approach between nurses and nursery teachers. Caring for children with special healthcare needs 
necessitates examining methods to secure nursing staff and using the services of visiting nurses, so
 that nursery teachers working at day-care centers will be able to perform childcare with 
confidence. I propose the development of a system for childcare settings that would enable nursery 
teachers to receive training in providing medical care.

研究分野： 小児看護、医療的ケア児支援

キーワード： 医療的ケア　保育　保育園
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
文部科学省によると、医療的ケア必要児数

は年々増加しており、平成 22 年度は 7,306
名で、小学部 10.6％、中学部 6.5％、高等部
3.4％と低年齢ほど高い割合を示している
（文部科学省,特別支援学校医療的ケア実施
体制状況調査結果,2011）。乳幼児期の医療的
ケア必要児数は明らかになっていないが、近
年、医療的ケア必要児が増加する中、医療的
ケア必要児の保護者からの保育園への入園
ニーズがあるにも関わらず、「医療的ケア」
を理由に、保育園への入園が困難な場合が少
なくなく、地域の中で生活する乳幼児期の医
療的ケア必要児とその保護者が抱える問題
が明らかになっている。 
そして、地域の中で、医療的ケア必要児の

保育に取り組んでいる保育園があったとし
てもその数は僅かであり、保育園での医療的
ケア必要児の具体的な保育実態は明らかに
なっていないのが現状である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、医療的ケア必要児の支援体制を

確立するために、医療的ケア必要児の保育の
普及性・汎用性を重視する観点から、保育園
における医療的ケア必要児の保育の実態を
明らかにし、保育園における看護職と保育士
の保育連携モデルを構築するための課題を
明らかにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 全国の自治体における医療的ケア必要
児の保育園入園状況調査 
1）対象：全国の 1852 市区町村（福島県避
難地域及び保育園が無い市区町村は除く）の
保育園管轄部署の担当者。 

    2）調査方法と調査内容：郵送にて各自治体
の保育園管轄部署へ、調査依頼書と医療的ケ
ア必要児の入園状況についての調査票（返信
用葉書）を送付した。倫理的配慮として、調
査対象者に対して、研究目的や研究方法、匿
名性の保証に関すること、参加は自由意志で
あること、途中中断の権利に関すること、研
究結果の公表に関することを調査依頼書で説
明した。そして、調査票の返信をもって研究
への同意とすることを調査依頼書に明記した。
本調査は、研究者の所属機関の生命倫理委員
会の承認を得て実施した。調査期間は、平成
25 年 11 月～12 月である。 
3）分析方法：単純集計により調査結果をま
とめた。 
 

   (2) 保育園における医療的ケア必要児の保育
実態調査 

    今回、保育実態調査を行うにあたり以下の
2つの方法で実施した。 
１）調査方法と調査内容： 
①調査方法 1：医療的ケア必要児の保育に取
り組んでいる保育園で、ⅰ医療的ケア必要児
の保育に関する情報収集/資料収集、ⅱ保育

現場への参加観察法、ⅲ看護師と保育士への
半構造的面接調査の 3 つの内容を調査した。 
 
②調査方法 2：保育園を管轄する自治体の担
当者から、郵送または電話及びメールにて、
ⅰ医療的ケア必要児が入園している保育園
に関する情報収集/資料収集 を実施した。 
調査方法 1・2の調査において倫理的配慮と
して、調査対象保育園及び調査対象自治体、
そして、調査対象者（看護師と保育士）に対
して、研究目的や研究方法、匿名性の保証に
関すること、参加は自由意志であること、途
中中断の権利に関すること、データ管理の厳
守や本研究以外にデータを使用しないこと、
研究結果の公表に関することを調査依頼書
を用いて口頭で説明を行い、同意書により研
究の同意を確認した。本調査は、研究者の所
属機関の生命倫理委員会の承認を得て実施
した。調査期間は、平成 24 年 9月～平成 26
年 9月である。 
2）対象 
①調査方法 1の対象者：医療的ケア必要児の
保育に取り組んでいる保育園とその保育園
で医療的ケア必要児の保育に携わる看護師
１名と保育士１名 
②調査方法 2の対象者：医療的ケア必要児の
保育に取り組んでいる保育園を管轄する自
治体の担当者１名 
3）分析：単純集計及び得られたデータは、
逐語録を作成し、質問項目ごとに内容を整理
し分析を行った。 
 
(3) 医療的ケア必要児の保育に関する保育
士の認識～保育園の保育士へのアンケート
調査 
1）対象：Ａ県内の保育士研修会に参加した
保育士 227 名。 
2）調査方法と調査内容：自記式質問紙調査
（留置法および郵送法）。対象者に研究目的
や研究方法、倫理的配慮を記載した調査依頼
書を用いて口頭で説明を行い、調査依頼書、
調査用紙、返信用封筒を配布した。回収方法
は、対象者が回答後に、研修会場に設置した
回収箱への投函または返信用封筒に入れて
返送する 2つの方法とした。回収箱への投函
及び返信されたことをもって研究への同意
とした。調査期間は平成 25 年 9 月～10 月で
あった。 
3）分析方法：分析には SPSS Statistics 22.0
を用いて、単純集計により調査結果をまとめ
た。 
 
４．研究成果 
(1) 全国の自治体における医療的ケア必要
児の保育園入園状況調査 
回収数 878（回収率 47.4％）、有効回答数

875（有効回答率 99.6％）であった。 
①医療的ケア必要児の入園状況 
全国の市区町村管轄内の保育園において、

現在の医療的ケア必要児の入園状況を尋ね



たところ、「入園がある」と回答した市区町
村は、96（11.0％）、「入園が無い」と回答し
た市区町村は、779（89.0％）であった。 

②医療的ケア実施要綱等の有無 

全国の市区町村で保育園における医療的
ケア実施要綱等があるかどうかを尋ねたと
ころ、「ある」と回答した市区町村は、13
（1.5％）、「ない」と回答した市区町村は、
845（96.6％）、「作成中」と回答した市区町
村は、7（0.8％）であった。 
 
(2) 保育園における医療的ケア必要児の保
育実態調査 
合計 17 の保育園のデータを得た。 

調査方法１は、5 園の保育園において研究協
力が得られ、調査方法 2 は、8 件の自治体か
ら研究協力を得て、その 8件の自治体が管轄
する12園の保育園に関する情報が得られた。 
 
①調査対象の保育園で実施されている医療
的ケアの内容（表 1） 
今回の調査において保育園で実施されて

いる医療的ケアの内容（複数回答）を表 1に
示す。一つの医療的ケアが必要な児もいれば、
複数の医療的ケアが必要な児もいた。 

表 1［医療的ケアの内容］ （複数回答） 

医療的ケアの内容 人数 

経管栄養（胃瘻） 3 

経管栄養（経鼻） 5 

気管内吸引 4 

口鼻腔吸引 3 

人工呼吸器管理 1 

導尿 1 

人工肛門管理 1 

内服管理 注） 3 

酸素吸入法 1 

注)内服管理とは長期に管理が必要な内服をさす 

 
②医療的ケア必要児の保育園への入園方法 
今回の調査結果から、医療的ケア必要児

が地域の保育園に入園するには、１）自治
体が管轄する保育園（認可）に入園する方
法と 2）自治体管轄外の保育園（認可外）に
入園する方法の２つの方法があることが分
かった。（図１） 

 
１）自治体が管轄する保育園に入園する方
法 
自治体が管轄する保育園に入園する場合、
今回の調査から、（1）自治体で医療的ケア
に関する事業が確立されている（2）自治体
の保育園を管轄する部署が入園に関する検
討を行う の 2つの方法があることが分か
った。 
（1）自治体で医療的ケアに関する事業が確
立されている 

自治体が管轄する保育園に入園する１つ
目の方法として、自治体において「医療的
ケア支援事業」や「障害児・者施設訪問看
護サービス事業」など、医療的ケアを保育
園で実施出来るように１つの事業として確
立されている入園方法である。これらの事
業は、自治体の福祉課や障害福祉課などが
実施していることが分かった。この事業に
よって、地域の訪問看護事業所から訪問看
護師が、医療的ケア実施時間帯に保育園へ
派遣される体制となっている。 
（2）自治体の保育園を管轄する部署が入園
に関する検討を行う 
自治体が管轄する保育園に入園する２つ

目の方法は、自治体の保育課やこども課な
ど保育園を管轄する部署及び関係保育園で
入園に関する検討を行い、看護師確保など
医療的ケアが保育園で実施出来るような体
制を整えた後に入園する方法である。管轄
自治体内で常勤看護師を配置している保育
園があれば、その保育園で受入れが可能か
どうかを検討する方法をとっている自治体
もあった。保育園に看護師が配置されてい
ない保育園や常勤看護師が医療的ケアを実
施しないと決定している自治体の保育園へ
の入園希望の場合は、自治体が非常勤看護
師の雇用などの準備を行うようにしてい
た。 

 
2）自治体管轄外の保育園に入園する方法 
今回の調査で「医療的ケア」を理由に自

治体管轄の保育園での入園が出来ない場合
は、保護者が医療的ケア必要児の受け入れ
を積極的に行っている NPO 法人などの自治
体管轄外の私立保育園を自分達で探し、そ
の保育園へ入園していることが分かった。
この NPO 法人の保育園では定員に空きがあ
れば見学や申込後、面談や慣らし保育等を
実施し、入園が出来るようになっていた。 

 
1)自治体が管轄する保育園に入園 
（1）自治体で医療的ケアに関する事業が確立 
・医療的ケア支援事業 
・障害児・者施設訪問看護サービス事業 

⇒訪問看護師派遣事業 
（2）保育園管轄部署が入園に関する検討 
・常勤看護師配置園に入園 
・看護師未配置園→非常勤看護師確保し入園 
 
2)自治体管轄外保育園に入園 
・保護者が自分で探す⇒空きがあれば入園 

 

図１ 医療的ケア必要児の入園方法 
 
③保育園での医療的ケアの実施者（表 2） 

今回の調査において保育園で医療的ケア
を実施するのは全て看護師であった。実施
する看護師の雇用形態は大きく分けて、訪
問看護師、非常勤看護師、常勤看護師であ
った。そして、常勤看護師の場合は、保育
園によって保育園内での配置方法が異なっ



ており、ⅰクラス保育業務も担う保育士定
数内配置、ⅱ保育所設置基準により乳児保
育を担う 0 歳児クラス配置、ⅲ保育園全体
の医療保健業務を行う専任配置の 3 つに分
かれていた。また、ほとんどの保育園では
常勤看護師が１名配置のため、表 2 が示す
ように加配の非常勤看護師を確保する保育
園が 2 園あった。そして、自治体内で看護
師が配置されている保育園から常勤看護師
を、医療的ケア児が通園する看護師が配置
されていない保育園へ派遣する方法を取っ
ている保育園が１園あった。そして、常勤
看護師が配置されていても、自治体におい
て、公立保育園の常勤看護師は、医療的ケ
アを実施しないと決定している保育園が 1
園あり、この保育園では、自治体で雇用さ
れた非常勤看護師が医療的ケアを実施する
ようになっていた。 

 
表２［医療的ケアの実施者］ 

注）常勤看護師が配置されている１園を含む 
 
④保育園における医療的ケア必要児の保育
の実際 
今回の調査で明らかになった医療的ケア

必要児の保育実態を、3 つの事例を通して紹
介する。事例を通して医療的ケア必要児の保
育を行う上で看護師と保育士の役割を示す。 
１）事例①：経管栄養（胃瘻）が必要な児 
経管栄養（胃瘻）が必要な児で、保育園に

在園中の昼食時に胃瘻からの注入を行って
いた。胃瘻の実施は訪問看護師が行っていた。 
(1)看護師の役割 
訪問看護師は、医療的ケア実施時間帯だけ

の派遣のため、医療的ケアが必要な昼食時間
に保育園へ訪問し、胃瘻からの注入を実施し
ていた。この保育園への派遣時間内に、毎日、
医療的ケア必要児の保育を担う保育士と情
報交換を行い、必要時、保育士への情報提供
や助言を行っていた。 
(2)保育士の役割 
医療的ケア必要児の保育全般は、クラスの

担任保育士と医療的ケア必要児の加配保育
士で行っていた。クラスの他の子ども達と同
じように、遊びや日常生活援助などの保育や
健康管理、そして緊急時の判断と対応、保護
者との連絡調整など、保育士同士が協力し合
いながら行っていた。この事例の医療的ケア

必要児は、経口摂取も可能なため、児に合わ
せた食事介助を保育士が実施していた。そし
て、毎日、訪問看護師が派遣される昼食時に
医療的ケア必要児の食事の様子や保育の様
子を報告し、何か相談したい事があればこの
派遣時間帯に行い、訪問看護師からアドバイ
スをもらうようにしていた。 
2）事例②：気管内吸引が必要な児 
気管内吸引が必要な児で、入園時、保育園

に在園している間に、子どもの状態を観察し
ながら、数回は気管内吸引が必要であった。
気管内吸引の実施は、0 歳クラス配置の常勤
看護師が行っていた。 
(1)看護師の役割 
保育園で0歳児クラスに配置されている常

勤看護師は、保育所設置基準により基本的に
0歳児クラスの保育を担当していた。そして、
気管内吸引が必要と判断される際に、医療的
ケア必要児が在籍するクラスの保育士に呼
び出してもらい、気管内吸引を実施していた。
看護師は、医療的ケア必要児のクラスに常時
居ないため、毎日、児の様子を保育士と確認
し合いながら、常に保育士に対して、具体的
な助言や情報提供をするようにしていた。 
(2)保育士の役割 
医療的ケア必要児の保育全般は、クラスの

担任保育士と医療的ケア必要児の加配保育
士で行っていた。そして、毎日、保育園内に
いる看護師との情報共有を行うようにして
いた。クラス内に看護師が不在のため、医療
的ケア必要児の遊びや日常生活援助、健康管
理などの保育を行いながら、気管内吸引が必
要かどうかのタイミングの判断（児の症状判
断）やその際に看護師の呼び出しを行う役割
も担っていた。 
3）事例③：人工呼吸器管理、経管栄養（経 
鼻）、気管内吸引、口鼻腔吸引が必要な児 
 24 時間人工呼吸器を装着しており、人工呼
吸器管理、経管栄養（経鼻）、気管内吸引、 
 口鼻腔吸引が必要な児であった。これらの
医療的ケアは、非常勤看護師が実施していた。 
(1)看護師の役割 
非常勤看護師は、医療的ケア必要児の担当

として、専属で医療的ケア必要児に配置され
ているため、保育園での医療的ケアの実施と
共に児の保育も基本的に担っていた。児の専
属の担当として、登園時の朝の受け入れから
降園時のお迎えまで常に傍に寄り添い、児の
状態を観察しながら、その都度必要な医療的
ケアを実施していた。医療的ケア必要児に常
に傍に寄り添い、必要な医療的ケアや日常生
活援助などの保育全般を全て行っていた。 
(2)保育士の役割 
非常勤看護師が医療的ケア必要児の専属

の担当として医療的ケアの実施と共に児の
保育も基本的に担っているため、クラスの保
育士は、日常の保育を医療的ケア必要児の担
当の非常勤看護師と協力し合いながら行っ
ていた。 
⑤保育園で医療的ケア必要児の保育に携わ

実施者 園数 

訪問看護師 3 

非常勤看護師 注） 6 

他園の常勤看護師（他園からの派遣） 1 

常勤看護師：0歳児クラス配置    1 

常勤看護師：保育士定数内配置 1 

常勤看護師：専任配置 3 

常勤看護師＋非常勤看護師 2  



る看護師と保育士の思い 
今回、研究協力が得られた５園の保育園に

おいて、それぞれの保育園で医療的ケア必要
児の保育に携わる看護師１名と保育士１名
を対象に、インタビュー調査を行った。イン
タビュー内容は、医療的ケア必要児の保育を
実践して感じた思い、自分の役割に関する考
え、保育園で医療的ケアを行うことへの思い
などである。 

 
１）看護師の思い 
看護師5名のインタビュー内容を分析した

結果、医療的ケア必要児の保育に関する思い
として、６つのカテゴリー、14 のサブカテゴ
リーが抽出された。カテゴリーを【 】、サ
ブカテゴリーは〈 〉、看護師の語りを「 」
で示した。 
看護師は、医療的ケア必要児の保育を行う

中で、医療的ケア必要児の＜健康管理＞など
【看護師としての関わり方】を意識し、【保
育士との連携】や【保護者への支援】の大切
さを感じていた。そして、保育園で医療的ケ
ア必要児の保育を行うことが【子ども達への
良い影響】になっていると感じており、【受
け入れに肯定的】な思いを持っていた。そし
て、保育園で医療的ケア必要児の保育を行う
には＜看護師の複数確保＞や＜保育士との
協力体制＞などの【受け入れ体制の整備】の
必要性を感じていることが分かった。 
 

2）保育士の思い 
保育士5名のインタビュー内容を分析した

結果、医療的ケア必要児の保育に関する思い
として、６つのカテゴリー、11 のサブカテゴ
リーが抽出された。カテゴリーを【 】、サ
ブカテゴリーは〈 〉、看護師の語りを「 」
で示した。 

保育士は、医療的ケア必要児の保育を行
う時に【みんなを意識した関わり方】を心が
けていた。また、保育を行う中で【スタッフ
間の連携】や【保護者の思いへの対応】の大
切さを感じていた。そして、医療的ケア必要
児の保育を行うことが【子ども達への良い影
響】になっていると感じていたが、一方で医
療的ケア必要児を受け入れることに【不安な
気持ち】を感じていることが分かった。その
ため、＜看護師の確保＞や＜加配保育士の確
保＞など【受け入れ体制の整備】の必要性を
感じていることが分かった。 
 
(3) 医療的ケア必要児の保育に関する保育
士の認識～保育園の保育士へのアンケート
調査 
回収数 183（回収率 80.6％）、有効回答 180

（有効回答率 98.4％）であった。 
①医療的ケアに関する保育士の認知度 
「医療的ケア」という言葉の聞知について

尋ねたところ、聞いたことが「ない」と回答
した保育士は 99 名（55.0%）であった。また、
医療的ケア必要児の保育を知る機会の有無

については、知る機会が「ない」と回答した
保育士は 105 名（58.3％）であった。 
 
②医療的ケア必要児の保育に関する保育士
の認識 
医療的ケア必要児の保育に関する認識（4件
法）で質問した。 
医療的ケア必要児の保育について「知識があ
ると思わない」と回答した保育士は 164 名
（91.1％）であり、医療的ケア必要児の保育
の研修や教育について、充分な研修や教育を
「受けていないと思う」と回答したのは、166
名（92.2％）であった。そして、医療的ケア
必要児の保育について「知りたいと思う」と
回答したのは 166 名（92.2％）であった。 
医療的ケア必要児の保育について「イメージ
出来ないと思う」と回答したのは 84 名
（46.6％）であった。 
保育士の約 6 割が、「医療的ケアという言

葉を聞いたことがない」「医療的ケア必要児
の保育を知る機会がない」と感じており、保
育士の医療的ケアに関する認知度はあまり
高くないことが伺えた。そのため、保育士の
9割が、医療的ケア必要児の保育について「知
識があると思わない」、充分な研修・教育を
「受けていないと思う」と感じており、医療
的ケア必要児の保育についてイメージしに
くい状況であることが推測された。 その一
方で、保育士の 9割が、医療的ケア必要児の
保育について「知りたいと思う」とも感じて
おり、今後、医療的ケア必要児の保育に関し
て学ぶ機会を増やす必要性が示唆された。 
 
 (4) 保育園における医療的ケア必要児支援
へ向けた看護職と保育士の保育連携モデル
構築への課題 
本研究の調査結果により、十分な数のデー

タは得られなかったが、それぞれの自治体や
保育園において、様々な方法で地域に暮らす
医療的ケア必要児を受け入れ、保育を実践し
ていることを知ることが出来た。また、実際
の医療的ケア必要児の保育現場では、医療的
ケア必要児の医療への依存度の高さや看護
師の雇用形態や配置状況によって、保育にお
ける看護師と保育士の役割の割合が異なっ
ていることが分かった。しかし、医療的ケア
必要児の個々の状況や看護師の雇用や配置
の状況によって、看護師と保育士の保育にお
ける役割の割合に違いはあるが、どの保育園
においても看護師と保育士が連携しながら、
医療的ケア必要児の保育を行っていること
が分かった。 
本研究の調査結果により、保育園における

医療的ケア必要児支援へ向けた看護職と保
育士の保育連携モデル構築には、次の事項が
課題として明らかになった。 

①保育園で訪問看護が活用できる体制作り 
今回の調査で自治体独自の事業を展開し、

看護師の確保方法として、地域の訪問看護の
活用を行っている自治体があることが分か



った。また、今回の調査結果より、医療的ケ
ア必要児の保育に携わっている看護師は、＜
看護師の複数確保＞などの保育園で医療的
ケア必要児の保育を行うには【受け入れ体制
の整備】の必要性を感じていた。また、医療
的ケア必要児の保育に携わっている保育士
も＜看護師の確保＞の必要性を感じている
ことが分かった。 
現在、日本では健康保険法によって訪問看

護の提供場所が「居宅のみ」と制限されてい
る。この「居宅のみ」を改正し、訪問看護を
保育園で提供出来る体制を作っていく必要
がある。もちろん、全ての医療的ケア必要児
が、訪問看護師の派遣のみで対応が出来る訳
ではないが、保育園における看護師確保が困
難な現状の中、保育園で看護師確保の一つの
方法として考えていくべきである。そして、
現在、常勤看護師を配置している保育園にお
いては、保育園の常勤看護師のサポートや不
在時の対応として、常勤看護師と訪問看護の
組み合わせという複数の看護師で医療的ケ
ア必要児の保育に対応することで、より充実
した保育を提供することが出来、保護者負担
の軽減に繋がっていくと思われる。 
 

②保育士の医療的ケア研修の促進 
平成 24 年 4 月より、介護保険法の改正な

どの法令に基づいて、一定の研修を受けた介
護職員等は、喀痰の吸引及び経管栄養を実施
することができるようになった。この法令に
より、保育士も一定の研修を受けることによ
り、医療的ケアの一部を担うことが出来るよ
うになっている。しかし、保育園の保育士の
医療的ケア研修はあまり進んでいないのが
現状である。今回の調査でも、研修を受けた
保育士だけで対応出来る医療的ケアだけが
必要な児もいたが、研修を受けた保育士は１
人もおらず、保育士は医療的ケアを実施して
いなかった。しかし、保育実態調査の事例②
の保育士のように保育を行いながら、医療的
ケア必要児の症状を判断する役割を担って
いる保育士もいた。また、保育園の保育士へ
のアンケート調査結果でも 180 名中 166 名
（92.2％）が医療的ケア必要児の保育の研修
や教育について、充分な研修や教育を「受け
ていないと思う」と回答し、医療的ケア必要
児の保育について「知りたいと思う」と回答
していた。 
今後、保育士が医療的ケア研修を受けられ

るような保育現場の体制を整備し、子どもの
健康管理の一環として医療的ケアについて
の知識を持ち、医療的ケア必要児の保育や療
育に看護職と共に携われるような体制を作
りあげていかなければならない。しかし、慢
性的な保育士不足である保育現場において、
地域の全ての保育園の保育士が、医療的ケア
研修を受けることは難しい現状がある。自治
体は、医療的ケアに対応出来る保育園を地域
の保育園の中から決定し、この医療的ケア対
応保育園の保育士が、優先的に研修を受けら

れるような体制を作っていく必要がある。 
 
(5)今後の課題と展望 
平成 28 年 6 月、障害者総合支援法及び児

童福祉法の一部の改正により、各自治体に医
療的ケア児支援強化の努力義務が課された。
また、厚生労働省は、医療的ケア児保育支援
モデル事業を平成 29 年度概算要求に盛り込
み、自治体が看護師を雇用する費用の半分を
国が補助することや保育士の研修受講支援
をあげている。国が示しているように、地域
の中で暮らす医療的ケア児の保育に関する
需要は増えており、各自治体は、今後、医療
的ケア児保育支援モデル事業に取り組み、地
域の中で医療的ケアに対応出来る保育園の
整備を早急に進めていく必要がある。 
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